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研究成果の概要（和文）：無作為化比較対照試験にて虚弱高齢者への学際的予防訪問の効果を評価した。高齢者360名
を訪問群179名と対照群181名に割り付け、看護職らが虚弱性に関するケアニーズを構成的にアセスメントする訪問を２
年間行った。QOLは郵送調査にて、介護給付と要介護度は市町データから把握した。訪問2年目には訪問群の対象者は、
対照群に比べ日常生活動作が維持していた（p<.05）が、社会活動に関する生活満足度は低下していた（p<.05）。一般
化線形モデルによる3年間の要介護化予防の推定値は-0.53（p<.05）であった。以上より、予防訪問は虚弱高齢者の日
常生活動作の維持や要介護化予防に効果があることが示された。

研究成果の概要（英文）：The aim of the randomized controlled trial was to examine the effects on quality 
of life (QoL) of an interdisciplinary preventive home visits for frail elders. Eligible subjects (n=360) 
were randomly assigned to visit (VG: n=179) or control group (IG: n=181).The program included nurses’ 
home visits for 2 years, listing care needs systematically to prevent frailty. QoL parameters were 
collected via mail questionnaire at baseline, and care levels and the LTCI service use were obtained. 
Subjects in VG were more likely to maintain in ADL (p<.05) and to decline in daily life satisfaction 
(p<.05) than those in CG over 2 years. A generalized linear model showed that the estimate of the effect 
on care level decline was -0.53 (p<.05) over 3 years. The results suggest that the updated preventive 
home visits could be effective in reduce on ADL and care need deterioration.

研究分野： 地域看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
高齢者の虚弱性を解決するためには、高齢

者の生活全般に関与する包括的支援が必要
である。虚弱高齢者への代表的な包括的支援
の１つに予防訪問が挙げられ、その効果につ
いて欧米諸国で数多く検証されてきている。
過去 30 年間の研究報告では、在宅虚弱高齢
者への予防訪問は死亡率や身体機能の低下、
入院や施設入所の予防に効果があり、保健福
祉サービスのコストも適度に抑えられると
されている一方で、効果がないとの報告もあ
り、予防訪問の効果に関する見解は必ずしも
一致していない。効果的な予防訪問を行うに
は、プログラムの標準化、対象者の選択基準
の明確化、看護職がリーダーシップを持つ学
際的チームアプローチを行うことなどの条
件が指摘されている。また、それぞれの国や
自治体の高齢者を取り巻く保健福祉資源の
整備状況も考慮する必要がある。 
 わが国では介護保険制度の開始以降、高齢
者への介護サービスが急速に整ってきてお
り、欧米諸国とは全く異なる独自の条件下で、
高齢者の要介護状態を防ぐ予防訪問のあり
方を提言する必要がある。わが国では行政機
関等からの看護福祉職による虚弱高齢者へ
の家庭訪問活動が根付いているが、学術的検
証はほとんど行われていない。そのため、虚
弱高齢者への予防訪問のエビデンスを着実
に積み重ねることは地域ケア実践の重要課
題であると考えた。 
 著者らは過去に、介護保険サービス未利用
の要支援高齢者 323 名に対し、予防訪問の効
果を評価したところ、明らかな効果はみられ
なかった。その理由として、このプログラム
は自由度の高い訪問ガイドを用いて、半年に
１回、訪問を実施するという内容であり、予
防訪問の１次アウトカム (標的とする効果
指標)である身体機能低下予防に効果をもた
らすには、介入の強度がやや弱く、標準化が
十分ではなかったと考えている。 
したがって、効果的な予防訪問を提供する

ためには、在宅高齢者の虚弱性がもたらす
様々なケアニーズについて、系統だって導き
出す構成的なアセスメントシートを作成し、
それに基づき、標準化された予防訪問を一定
の頻度以上で実施することが必要と考えた。
また、このような介入により、包括的な支援
を必要とする虚弱高齢者に学際的チームア
プローチを提供しやすくなると考えた。なお、
本研究では、虚弱高齢者の操作的定義は、介
護保険にて要支援の認定を受けた者とした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は学際的予防訪問プログラ
ムを作成し、２年間訪問を提供した上でその
効果を評価する。２年後に、訪問を１年間休
止し、訪問開始から３年後の長期効果を評価
することである。 
 
 

３．研究の方法 
（１）対象と方法 
本研究のデザインは無作為化比較対照試

験である。予防訪問は 2011 年 10 月から 2013
年 9月までであり、ベースライン評価は 2011
年 7 月、１年後の評価は 2012 年 9 月、２年
後の評価は 2013 年 9月に実施した。その後、
予防訪問を１年間休止し、訪問開始から３年
目の 2014 年 9月に評価を行った。 
調査地域は大阪府下の３市町（Ａ市

=126,701 人、Ｂ市＝64,186 人、Ｃ町＝17,268
人）である。2011 年 5月時点で３市町に暮ら
す要支援１高齢者 2417 名のうち、無作為に
抽出した 1068 名に郵送によるベースライン
調査を行ったところ、対象者 505 名について
は返信があり、調査時点で在宅に暮らしてお
り、調査回答に大幅な欠損値がみられなかっ
た。これら 505 名から各市町 120 名程度にな
るように、360 名を無作為抽出し、さらに訪
問群の対象者については 179 名、対照群の対
象者については181名をコンピューターによ
る乱数を用い、無作為に割り付けた。 
対象者の追跡状況としては、１年目におい

ては訪問群では死亡者が 3名、市町外への転
出者が 5名、対照群では死亡者が 5名、市町
外への転出者が 4名であった。２年目におい
ては訪問群では死亡者が 12 名、市町外への
転出者が 1名、対照群では死亡者が 2名、市
町外への転出者が 2名であった。３年目にお
いては訪問群では死亡者が 7名、市町外への
転出者が 2 名、対照群では死亡者が 10 名、
市町外への転出者が 1名であった。３年間追
跡できた者については、訪問群では死亡者合
計 22 名と転出者合計 8 名を除いた 149 名、
対照群では死亡者合計 17 名と転出者合計 7
名を除いた 157 名であった。 
 

（２）評価指標 
予防訪問の効果についてはQOL（Quality of 

Life:生活の質）に関する各指標と要介護度
ならびに介護給付の利用状況にて評価した。
QOL に関する各指標は、ベースライン、訪問
開始から１年目、２年目に郵送による自記式
質問紙調査より把握した。訪問開始から１年
目、２年目、３年目の要介護度とベースライ
ンより１か月前から訪問開始から３年目ま
での介護給付の利用状況を各市町の担当部
門のデータより把握した。 
 QOL に関する各指標は、基本的日常生活動
作（バーセルインデックス）、生活機能（老
研式活動能力指標）、抑うつ（Geriatric 
Depression Index５項目版）、記憶容量（日
本語版メタ記憶測定尺度の下位尺度「容量」）、
社会活動に関する満足度（社会活動に関連す
る過ごし方満足度尺度）、健康管理に対する
自己効力感（健康管理に対するセルフエフィ
カシー尺度）である。 
 要介護度については、要支援１～２、要介
護１～５の７段階で把握し、介護給付につい
ては対象者毎に月毎の給付単位について、サ



ービスの種別毎に把握した。 
 
（３）予防訪問の内容 
予防訪問は各市町の地域包括支援センタ

ーの看護職やケアマネジャーが提供するこ
ととした。本研究で作成したプログラムによ
り、これらの職種が専門性は異なっても共通
の言語を用い、要支援高齢者に対して学際的
なアプローチができることをめざした。また、
予防訪問は２年間のうち、３か月に１回、基
本的に合計８回の訪問を提供することを原
則とした。 
2010 年度は、予防訪問プログラムの試案を

作成した。まず、研究者らが要支援高齢者５
名に対して実際に試案のプログラムによる
訪問を行い、プログラム内容を修正ならびに
確定した。 
 プログラム内容は、国際生活機能分類をも
とに、①身体機能、②精神機能、③活動、④
参加の４側面から高齢者の生活について構
成的な設問によりアセスメントを実施する
ものである。さらに、これらのアセスメント
内容から要支援高齢者に頻繁にみられる虚
弱性にまつわる支援課題の判断を簡便に導
きやすい構成化したシートを作成し、予防訪
問に用いた。 
 
（４）倫理的配慮 
研究目的とプライバシーの保護について、

訪問群の対象者には文書と口頭で説明し、文
書で同意を得た。また、対照群の対象者には
文書で説明し、同意を得た。いずれも、研究
協力は自由意志に基づくものであり、いつで
も中止可能であること、研究に参加しなくて
も不利益は被らないこと、目的以外では得ら
れたデータを使用しないことを説明した。 
分析担当の研究者は、データを連結可能匿

名の形で扱い、個人情報は調査を実施した市
町ならびに地域包括支援センターのみで判
別できることとした。研究概要については、
研究代表者の所属機関の倫理委員会にて承
認を得て、実施した。 
なお、本研究の内容については UMIN 臨床

試験登録システム（CTR）に登録を行った（受
付番号 R000006463）。 
 
（５）分析 
 分析には統計ソフト SAS9.4 を用い、危険
率５％未満を有意とした。 
 
４．研究成果 
（１）ベースライン調査時の対象者の特徴 
 ベースライン調査時の対象者の平均年齢
は、訪問群では平均 79.2（SD6.0）歳、対照
群では平均 79.2（SD6.3）歳であった。女性
の割合は訪問群では 75.4％、対照群では
72.4％を占めていた。要支援１の者の割合は、
訪問群では 49.7％、対照群では 49.2％であ
った。独居者の割合は訪問群では 41.3％、対
照群では 46.9％を占めていた。 

 
（２）予防訪問の実施状況 
 ２年間の予防訪問の実施者の割合は、対象
者のうち１回目は83.7％、２回目は74.7％、
３回目は 73.4％、４回目は 63.5％、５回目
は65.4％、６回目は63.1％、７回目は57.5％、
8回目は 60.9％であり、常に半数以上の者が
訪問を実施することができていた。 
 一方、訪問拒否の割合は、対象者のうち、
１回目は 11.2％、２回目は 18.0％、３回目
は16.9％、４回目は21.3％、５回目は22.3％、
６回目は 22.3％、７回目は 24.0％、8回目は
20.7％であり、訪問回数を重ねるにしたがっ
て、訪問拒否率が増加する傾向がみられた。 
 
（３）予防訪問の効果評価 
①QOL に関する評価 
 ベースタイン、１年後、２年後の QOL に関
する評価の変化を各ベースラインの値を調
整した二元配置分散分析で検討した結果、基
本的日常生活動作について、訪問群では維持
していた一方、対照群では低下傾向がみとめ
られ、有意な違いがみられた（群×時間の交
互作用：F値＝4.52、p＜.05）。 
また、社会活動に関連する過ごし方満足度

については、訪問群は対照群に比べ低下傾向
がみとめられ、有意な違いがみられた（群×
時間の交互作用：F値＝3.25、p＜.05）。 
なお、他の特性については有意な違いはみ

とめられなかった。 
 
②要介護度に関する評価 
 要介護度の変化については、要介護状態に
なったものを１とし、要支援状態を維持して
いたものを0とした一般化線形モデルによっ
て検討した。その結果、予防訪問の効果に関
する推定値は、0.53（SE0.26）であり、95％
信頼区間については、-1.03～-0.01（p＜.05）
であった。 
 要介護状態になった者の割合については、
１年目では訪問群が13.4％、対照群が12.8％
であり、オッズ比は 1.01（95％信頼区間＝
0.54～2.17）であった。２年目では訪問群が
18.8％、対照群が 28.7％でありオッズ比は
0.56（95％信頼区間＝0.32～0.96）であった。
さらに３年目では訪問群が 24.8％、対照群が
35.0％でありオッズ比は 0.59（95%信頼区間
＝0.35～0.98）であった。 
 
③介護給付に関する評価 
 介護給付については、時間が経過するにし
たがって、両群とも増加傾向がみられたが、
その変化に群間で違いはみられなかった。 
 対象者が主に利用しているサービスの種
類については、訪問介護、通所介護、通所リ
ハビリテーション、福祉用具の貸与であった
が、訪問介護サービスについては、対照群の
高齢者の方が訪問群の高齢者に比べ、多く利
用している傾向がみられた。他のサービスに
ついては利用状況について群間に違いはみ



とめられなかった。 
（３）成果の国内外の位置づけと今後の展望 
 本研究で実施した在宅高齢者の虚弱性に
関するケアニーズを系統立って導きだす構
成的なアセスメントを伴う学際的予防訪問
を２年間提供することによって、基本的日常
生活動作が維持される効果がみとめられた。
また、対象者の要介護化を抑制する効果がみ
られ、訪問終了１年後もその効果が継続して
いると考えられた。しかし、社会活動に関連
する過ごし方満足度については、予防訪問に
よる効果がみられていなかったが、本研究で
は把握していなかったライフイベント等が
訪問群の高齢者に多くみられている可能性
などが考えられる。 
 以上より、予防訪問には構成化されたアセ
スメントが必要であり、３か月に１回程度の
頻度で行うこと、２年間は継続することなど
が必要であることが明らかになった。これら
の結果は、国内外で行われている予防訪問に
関するエビデンスについて一定の知見を加
えることができるものと考える。 
 一方で、在宅高齢者の虚弱性を解決する予
防訪問にはプライマリ・ケアと連携するなど
医療ケアに重点をおいたアプローチも必要
との指摘もある。本研究における予防訪問は、
介護保険によるサービスと比較的容易に連
携しやすいアプローチであったが、今後、医
療ケアニーズを把握することに重点をおい
た予防訪問の手法を検討することを展望し
ている。 
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